
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf

税理士法人石井会計

【消費税】銀行取引のインボイス対応

1. 窓口等での振込手数料

（1）窓口やATM、インターネットバンキングの振込手数料について

2. 売手負担の振込手数料

（1）売上に係る対価の返還等として処理

（2）買手からの役務提供と整理し、売手が仕入税額控除を受ける

（3）買手が振込手数料を立替払したとして処理をする

税理士法人石井会計主催・全社員向け（お取引様にもご案内ください） ・消費税の基礎知識

第二回・消費税インボイス入門セミナー（オンライン限定・参加無料） ・インボイス制度とは?
・インボイスを受け取ったら?

令和5年10月1日のインボイス制度開始まで、1年余りとなりました。
前回の入門セミナーには約140名ものご参加を頂き、誠にありがとうございます。
インボイス制度については、自社だけではなくお取引先にも関係してまいります。
お取引様等にもお声がけを頂き、インボイス制度の理解を深めるために是非このセミナーをご活用ください!

日時 令和4年9月16日（金）14:00～15:00
開催方法 オンライン（ZOOM）
講師 坂口寿司（さかぐち・ひさし）

税理士法人石井会計　監査二部　課⾧

　インボイスの交付義務は、窓口やインターネットバンキングの振込手数料にも生じ、利用者が仕入
税額控除を受けるためには、その手数料に係るインボイスの保存が必要です。しかし、自動販売機
サービスにおいてはその性質上インボイスを交付することが困難であることから、3万円未満のATM
の振込手数料や両替機の両替手数料などについては、交付義務が免除されています。こういった場
合、利用者が仕入税額控除を受けるためには、インボイス保存の代わりに一定事項（ATMを利用した
取引である旨及び相手方の住所等）を記載した帳簿の保存の必要があります。

ご参加はこちらの
二次元コードから
お申し込みください

　振込手数料を差し引いてきた買手が、継続して取引のある相手方の場合、振込により決裁を受ける
という「手数料相当額の役務」を受けたものとして、売手から買手に対して仕入明細書を交付し、売
手が仕入税額控除を受けます。この場合、インボイス発行事業者は買手側であり、売手はその仕入明
細書につき買手の確認を受ける必要があります。

　売手は振込手数料相当額の売上値引を行ったとして処理をし、売手が買い手に対して返還インボイ
スを交付します。これにより、売上に係る対価の返還等として、実質仕入税額控除と同様の効果があ
ることになります。

　買手が、本来売手が負担すべき振込手数料を立替払したものとします。売手が手数料について仕入
税額控除を受けるためには、買手が銀行から受領した振込手数料に係るインボイスと立替清算書を買
手から受領し保存する必要があります。なお、買手が売手に交付するインボイスが大量等の理由で交
付困難な場合は、立替金清算書の保存をもって売手が仕入税額控除を受けることができます。

　売手と買手の相対契約により買手が手数料を差し引いた額を振り込む場合（つまり手数料を売手が負
担する場合）は、インボイスは振込を行う買手に発行されますが、仕入税額控除の適用を受けるのは売
手です、この場合、買手は次のいずれかの方法で対応します。


